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届出の概要 

本市では、都市再生特別措置法に基づく「大府市市立地適正化計画」を策定・公表しました。 

公表日：令和５年(2023 年)４月１日 

本計画の公表に伴い、法の規定により、❶居住誘導区域外において一定規模以上の住宅等の開発・

建築等を行う場合や、❷都市機能誘導区域外において誘導施設の開発・建築等を行う場合、❸都市

機能誘導区域内において誘導施設の廃止・休止を行う場合には、これらの行為に着手する日の 30 日

前までに市長への届出が必要です。 

なお、上記の規定に違反した（届出をしない、又は虚偽の届出をした）場合は、法第 130 条の規

定により、罰金（30 万円以下）に処せられることがあります。 

⼀般的な⼿続の流れ 

届出書類の提出部数 
届出書類の提出部数は、正副２部※です。 

※うち副本１部は、受付時に受付印を押印のうえ、返却します。

事前相談・提出先 

大府市 都市整備部 都市政策課（庁舎４階） 

〒474-8701 愛知県大府市中央町五丁目 70 番地 

TEL 0562-45-6221（計画地域交通係） FAX 0562-47-3347 

メール toshi@city.obu.lg.jp

他法令の許認可等 

※着手の 30 日前までに届出

事前相談等 
（居住誘導区域・都市機能誘導区域の確認、誘導施設の確認等） 

届出が 

必要な場合 

届出が 

必要ない場合 

工事着手 

※都市計画法、

建築基準法 等

※都市再生

特別措置法

立地適正化計画に 

基づく届出 
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❶居住誘導区域外における届出について

本届出は、市が居住誘導区域外における住宅等の開発・建築等の行為に関する動向を把握し、今

後の施策検討に活用するとともに、必要に応じて居住誘導のための施策に関する情報提供を行う

機会を設けるためのものです。 

都市再生特別措置法第 88 条の規定により、居住誘導区域外において、以下の行為を行おうとす

る場合には、その行為に着手する 30 日前までに市長への届出が必要です。 

届出の対象となる⾏為 

届出対象行為（居住誘導区域外） （出典：立地適正化計画作成の手引き（国土交通省）を編集） 

開発行為 建築行為 

①３戸以上の住宅の建築目的の開発行為

【例示（３戸の開発行為）】 

②１戸又は２戸の住宅の建築目的の開発行為

で1,000㎡以上の規模のもの

【例示（1,300㎡、１戸の開発行為）】 

【例示（800㎡、２戸の開発行為）】 

①３戸以上の住宅を新築しようとする場合

【例示（３戸の建築行為）】 

【例示（１戸の建築行為）】 

②建築物を改築し、又は建築物の用途を変更

して３戸以上の住宅とする場合
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居住誘導区域（⻩緑⾊着⾊部分） 

※詳細は都市政策課にご確認下さい。

※上図に⽰す居住誘導区域について、市内に点在する⼟砂
災害特別警戒区域(レッド)及び⼟砂災害警戒区域(イエ
ロー)は、居住誘導区域から除外しています。
また、⼟砂災害特別警戒区域及び⼟砂災害警戒区域につ
いて、変更があった場合は、変更後の区域に準じます。
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❷都市機能誘導区域外における届出について

本届出は、市が都市機能誘導区域外における誘導施設の整備に関する動向を把握し、今後の施

策検討に活用するとともに、必要に応じて誘導施設の立地誘導のための施策に関する情報提供を

行う機会を設けるためのものです。 

都市再生特別措置法第 108 条の規定により、都市機能誘導区域外において、誘導施設の開発行

為や建築行為を行おうとする場合は、その行為に着手する30日前までに市長への届出が必要です。 

届出の対象となる⾏為 

届出対象行為（都市機能誘導区域外） 

開発行為 建築行為 

誘導施設を有する建築物の建築を目的とする

開発行為 

誘導施設を有する建築物の新築、改築もしくは

用途を変更して誘導施設を有する建築物とす

る場合 

誘導施設 

■大府駅周辺都市機能誘導区域の誘導施設

誘導施設 定義 方針 

子育て支援機能を 
有する施設 

・児童の運動や学びの促進に資する機能を備えた屋

内施設※１

・乳幼児の一時預かり機能を備えた施設

誘導 

高等学校 
大学・短期大学・専修学校 

・学校教育法第１条に定める高等学校、大学、高等専

門学校

・学校教育法第 124 条に定める専修学校

・学校教育法第 134 条に定める各種学校

維持 

博物館類似施設 ・歴史民俗資料館 維持 

市役所 
・地方自治法第 4 条第 1 項に基づく大府市役所の位

置を定める条例に定める地方公共団体の事務所
維持 

※１ 利用対象者を児童（満 18 歳に満たない者）に限定する以下の施設

[・遊戯施設  ・図書館  ・学習室 ]

ただし、保育所、幼稚園、学童保育施設、小学校、中学校、高等学校及び学習塾を除く。

※２ 上表の誘導施設を「共和駅周辺都市機能誘導区域」で開発・建築する場合にも届出が必要です。

■共和駅周辺都市機能誘導区域の誘導施設

誘導施設 定義 方針 

交流機能を有する施設 
・市民の交流を目的とし、市民が随時利用できる集会

施設
維持・誘導 

※ 上表の誘導施設を「大府駅周辺都市機能誘導区域」で開発・建築する場合にも届出が必要です。
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大府駅周辺都市機能誘導区域 

 桃陵高校 

歴史民俗資料館 
市役所 

人間環境大学 商業施設 
ア 

イ 

ウエ
オ 

カキ

クケ
コ 

サ 
シ 

ス 
セ

ソ 
タ 

チ 

ア～イ：(都)名古屋碧南線の道路中心線

イ～ウ：(都)大府駅前線の道路中心線

ウ～エ：歴史民俗資料館の敷地境界

エ～オ：道路中心線

オ～カ：用途地域界

カ～キ：道路中心線

キ～ク：用途地域界

ク～ケ：ケ～コの延長線

ケ～サ：敷地境界

サ～シ：(都)大府駅西線の道路端（北側）

シ～ス：河川区域境界

ス～セ：敷地境界

セ～ソ：(都)石ヶ瀬駅西線の道路中心線

ソ～タ：(都)大府駅西線の道路中心線

タ～チ：(都)大府半田線の道路中心線

チ～ア：(都)瀬戸大府東海線の道路中心線

※詳細は都市政策課にご確認下さい。
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共和駅周辺都市機能誘導区域 

商業施設 

商業施設 

勤労文化会館 
（愛三文化会館） 

ア 

イ 

ウ 
エ 

オ 

カ 

キ 

ク 

ケ 
コ 

サ 

※詳細は都市政策課にご確認下さい。

ア～イ：道路中心線

イ～ウ：用途地域界

ウ～エ：道路端（北側）

エ～オ：(都)大府半田線の中心線

オ～カ：(都)東海有松線の中心線

カ～キ：用途地域界

キ～ク：用途地域界(市街化区域界)

ク～ケ：(都)大府半田線の中心線

ケ～コ：道路中心線

コ～サ：河川中心線

サ～ア：用途地域界
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❸都市機能誘導区域内における届出について

本届出は、市が都市機能誘導区域内における誘導施設の整備に関する動向を把握し、今後の施

策検討に活用するとともに、必要に応じて誘導施設の立地誘導のための施策に関する情報提供を

行う機会を設けるためのものです。 

都市再生特別措置法第 108 条の 2 の規定により、都市機能誘導区域内において、誘導施設の

休止又は廃止を行う場合は、その行為に着手する 30 日前までに市長への届出が必要です。 

届出の対象となる⾏為 

届出対象行為（都市機能誘導区域内） 

届出対象行為 

誘導施設の休止又は廃止 

誘導施設 

■大府駅周辺都市機能誘導区域の誘導施設

誘導施設 定義 方針 

子育て支援機能を 
有する施設 

・児童の運動や学びの促進に資する機能を備えた屋

内施設※

・乳幼児の一時預かり機能を備えた施設

誘導 

高等学校 
大学・短期大学・専修学校 

・学校教育法第１条に定める高等学校、大学、高等専

門学校

・学校教育法第 124 条に定める専修学校

・学校教育法第 134 条に定める各種学校

維持 

博物館類似施設 ・歴史民俗資料館 維持 

市役所 
・地方自治法第 4 条第 1 項に基づく大府市役所の位

置を定める条例に定める地方公共団体の事務所
維持 

※ 利用対象者を児童（満 18 歳に満たない者）に限定する以下の施設

[・遊戯施設  ・図書館  ・学習室 ]

ただし、保育所、幼稚園、学童保育施設、小学校、中学校、高等学校及び学習塾を除く。

■共和駅周辺都市機能誘導区域の誘導施設

誘導施設 定義 方針 

交流機能を有する施設 
・市民の交流を目的とし、市民が随時利用できる集会

施設
維持・誘導 

都市機能誘導区域 

※P５〜６をご参照ください 
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届出に必要な書類 
❶居住誘導区域外における届出
◆開発⾏為の場合
□届出書：届出様式１（都市再生特別措置法施行規則第 35 条第１項第１号 様式第 10） 

□添付図書

①当該行為を行う土地の区域並びに当該区域内及び当該区域の周辺の公共施設を表示する図面（縮

尺 1,000 分の１以上）

②設計図（縮尺 100 分の１以上）

③その他参考となる事項を記載した図書

◆建築等⾏為の場合
□届出書：届出様式２（都市再生特別措置法施行規則第 35 条第１項第２号 様式第 11） 

□添付図書

①敷地内における建築物の位置を表示する図面（縮尺 100 分の１以上）

②建築物の２面以上の立面図及び各階平面図（縮尺 50 分の１以上）

③その他参考となる事項を記載した図書

◆上記２つの届出内容を変更する場合（都市再⽣特別措置法第 108 条第２項）
□届出書：届出様式３（都市再生特別措置法施行規則第 38 条第１項 様式第 12） 

□添付図書 上記のそれぞれの場合と同様

❷都市機能誘導区域外における届出
◆開発⾏為の場合
□届出書：届出様式４（都市再生特別措置法施行規則第 52 条第１項第１号 様式第 18） 

□添付図書

①当該行為を行う土地の区域並びに当該区域内及び当該区域の周辺の公共施設を表示する図面（縮

尺 1,000 分の１以上）

②設計図（縮尺 100 分の１以上）

③その他参考となる事項を記載した図書

◆建築等⾏為の場合
□届出書：届出様式５（都市再生特別措置法施行規則第 52 条第１項第２号 様式第 19） 

□添付図書

①敷地内における建築物の位置を表示する図面（縮尺 100 分の１以上）

②建築物の２面以上の立面図及び各階平面図（縮尺 50 分の１以上）

③その他参考となる事項を記載した図書

◆上記２つの届出内容を変更する場合（都市再⽣特別措置法第 108 条第２項）
□届出書：届出様式６（都市再生特別措置法施行規則第 55 条第１項 様式第 20） 

□添付図書 上記のそれぞれの場合と同様

❸都市機能誘導区域内における届出
◆誘導施設の休⽌⼜は廃⽌
□届出書：届出様式７（都市再生特別措置法施行規則第 55 条の２ 様式第 21） 

※代理人による届出の場合は、別途、委任状

（任意様式）を添付してください。

8



届出様式１ 様式第 10（都市再生特別措置法施行規則第 35 条第１項第１号関係） 

開発行為届出書 

都市再生特別措置法第 88 条第 1 項の規定に基づき、開発行為について、下記により届け

出ます。 

年 月 日 

大 府 市 長 殿 

届出者 住 所 

氏 名 

連絡先 

開
発
行
為
の
概
要

１ 開発区域に含まれる地域の名称 

２ 開発区域の面積 平方メートル 

３ 住宅等の用途 

４ 工事の着手予定年月日 年 月   日 

５ 工事の完了予定年月日 年 月   日 

６ その他必要な事項 

注 届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載する

こと。 

本届出の目的 大府市が居住誘導区域外における住宅等の開発・建築等の行為に関する動向を把

握し、今後の施策検討に活用するとともに、必要に応じて居住誘導のための施策に

関する情報提供を行う機会を設けるため。 

添付図書 ① 当該行為を行う土地の区域並びに当該区域内及び当該区域の周辺の公共施設を表示

する図面（縮尺1,000分の１以上）

② 設計図（縮尺100分の１以上）

③ その他参考となる事項を記載した図書
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届出様式２ 様式第 11（都市再生特別措置法施行規則第 35 条第１項第２号関係） 

住宅等を新築し、又は建築物を改築し、若しくはその用途を変更して住宅等とする行為 

の届出書 

都市再生特別措置法第 88条第１項の規定に基づき、 

住宅等の新築 

建築物を改築して住宅等とする行為   について、下記により届け出ます。 

建築物の用途を変更して住宅等とする行為 

年 月 日 

大 府 市 長 殿 

届出者 住 所 

氏 名 

連絡先 

１ 住宅等を新築しようとする土地

又は改築若しくは用途の変更をし

ようとする建築物の存する土地の

所在、地番、地目及び面積 

２ 新築しようとする住宅等又は改

築若しくは用途の変更後の住宅等

の用途 

３ 改築又は用途の変更をしようと

する場合は既存の建築物の用途 

４ その他必要な事項 

注 届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載する

こと。 

本届出の目的 大府市が居住誘導区域外における住宅等の開発・建築等の行為に関する動向を把

握し、今後の施策検討に活用するとともに、必要に応じて居住誘導のための施策に

関する情報提供を行う機会を設けるため。 

添付図書 ① 敷地内における建築物の位置を表示する図面（縮尺100分の１以上）

② 建築物の２面以上の立面図及び各階平面図（縮尺50分の１以上）

③ その他参考となる事項を記載した図書
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届出様式３ 様式第 12（都市再生特別措置法施行規則第 38 条第１項関係） 

行為の変更届出書 

年 月 日 

大 府 市 長 殿 

届出者 住 所 

氏 名 

連絡先 

都市再生特別措置法第 88条第２項の規定に基づき、届出事項の変更について、下記によ

り届け出ます。 

記 

１ 当初の届出年月日 年 月 日 

２ 変更の内容  

３ 変更部分に係る行為の着手予定日  年 月 日 

４ 変更部分に係る行為の完了予定日  年 月 日 

注１ 届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載

すること。 

２ 変更の内容は、変更前及び変更後の内容を対照させて記載すること。 

本届出の目的 大府市が居住誘導区域外における住宅等の開発・建築等の行為に関する動向を把

握し、今後の施策検討に活用するとともに、必要に応じて居住誘導のための施策に

関する情報提供を行う機会を設けるため。 

添付図書 ・開発行為の場合：以下のうち①②⑤ ・建築等行為の場合：以下のうち③④⑤

① 当該行為を行う土地の区域並びに当該区域内及び当該区域の周辺の公共施設を表示

する図面（縮尺1,000分の１以上）

② 設計図（縮尺100分の１以上）

③ 敷地内における建築物の位置を表示する図面（縮尺100分の１以上）

④ 建築物の２面以上の立面図及び各階平面図（縮尺50分の１以上）

⑤ その他参考となる事項を記載した図書
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届出様式４ 様式第 18（都市再生特別措置法施行規則第 52 条第１項第１号関係） 

開発行為届出書 

都市再生特別措置法第 108 条第１項の規定に基づき、開発行為について、下記により届

け出ます。 

年 月 日 

大 府 市 長 殿 

届出者 住 所 

氏 名 

連絡先 

開
発
行
為
の
概
要

１ 開発区域に含まれる地域の名称 

２ 開 発 区 域 の 面 積 平方メートル 

３ 建 築 物 の 用 途 

４ 工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 年 月 日 

５ 工 事 の 完 了 予 定 年 月 日 年 月 日 

６ そ の 他 必 要 な 事 項

注 届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載する

こと。 

本届出の目的 大府市が都市機能誘導区域外における誘導施設の整備に関する動向を把握し、今

後の施策検討に活用するとともに、必要に応じて誘導施設の立地誘導のための施策

に関する情報提供を行う機会を設けるため。 

添付図書 ① 当該行為を行う土地の区域並びに当該区域内及び当該区域の周辺の公共施設を表示

する図面（縮尺1,000分の１以上）

② 設計図（縮尺100分の１以上）

③ その他参考となる事項を記載した図書
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届出様式５ 様式第 19（都市再生特別措置法施行規則第 52条第１項第２号関係） 

誘導施設を有する建築物を新築し、又は建築物を改築し、若しくはその用途を変更して誘導

施設を有する建築物とする行為の届出書 

都市再生特別措置法第 108条第１項の規定に基づき、 

について、下記により届け出ます。 

年 月 日 

大 府 市 長 殿 

届出者 住 所 

氏 名 

連絡先 

１ 建築物を新築しようとする土地

又は改築若しくは用途の変更をし

ようとする建築物の存する土地の

所在、地番、地目及び面積 

所在・地番 

地 目 

面 積 平方メートル 

２ 新築しようとする建築物又は改

築若しくは用途の変更後の建築物

の用途 

３ 改築又は用途の変更をしようと

する場合は既存の建築物の用途 

４ そ の 他 必 要 な 事 項

注 届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載する

こと。 

本届出の目的 大府市が都市機能誘導区域外における誘導施設の整備に関する動向を把握し、今

後の施策検討に活用するとともに、必要に応じて誘導施設の立地誘導のための施策

に関する情報提供を行う機会を設けるため。 

添付図書 ① 敷地内における建築物の位置を表示する図面（縮尺100分の１以上）

② 建築物の２面以上の立面図及び各階平面図（縮尺50分の１以上）

③ その他参考となる事項を記載した図書

誘 導 施 設 を 有 す る 建 築 物 の 新 築 

建築物を改築して誘導施設を有する建築物とする行為 

建築物の用途を変更して誘導施設を有する建築物とする行為 
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届出様式６ 様式 20（都市再生特別措置法施行規則第 55条第１項関係） 

行為の変更届出書 

年 月 日 

大 府 市 長 殿 

届出者 住 所 

氏 名 

連絡先 

都市再生特別措置法第 108 条第２項の規定に基づき、届出事項の変更について、下記に

より届け出ます。 

記 

１ 当初の届出年月日 年 月 日 

２ 変更の内容  

３ 変更部分に係る行為の着手予定日  年 月 日 

４ 変更部分に係る行為の完了予定日  年 月 日 

注１ 届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載

すること。 

２ 変更の内容は、変更前及び変更後の内容を対照させて記載すること。 

本届出の目的 大府市が都市機能誘導区域外における誘導施設の整備に関する動向を把握し、今

後の施策検討に活用するとともに、必要に応じて誘導施設の立地誘導のための施策

に関する情報提供を行う機会を設けるため。 

添付図書 ・開発行為の場合：以下のうち①②⑤ ・建築等行為の場合：以下のうち③④⑤

① 当該行為を行う土地の区域並びに当該区域内及び当該区域の周辺の公共施設を表示

する図面（縮尺1,000分の１以上）

② 設計図（縮尺100分の１以上）

③ 敷地内における建築物の位置を表示する図面（縮尺100分の１以上）

④ 建築物の２面以上の立面図及び各階平面図（縮尺50分の１以上）

⑤ その他参考となる事項を記載した図書
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届出様式７ 様式第 21（都市再生特別措置法施行規則第 55条の２関係） 

誘導施設の休廃止届出書 

年 月 日 

大 府 市 長 殿 

届出者 住 所 

氏 名 

連絡先 

都市再生特別措置法第 108条の２第１項の規定に基づき、誘導施設の（休止・廃止）につ

いて、下記により届け出ます。 

記 

１ 休止（廃止）しようとする誘導施設の名称、用途及び所在地 

２ 休止（廃止）しようとする年月日 

３ 休止しようとする場合にあっては、その期間 

４ 休止（廃止）に伴う措置 

（１）休止（廃止）後に誘導施設を有する建築物を使用する予定がある場合、予定される当

該建築物の用途 

（２）休止（廃止）後に誘導施設を有する建築物を使用する予定がない場合、当該建築物の

物の存置に関する事項 

注１ 届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載

すること。 

２ ４（２）欄には、当該建築物を存置する予定がある場合は存置のために必要な管理その

他の事項について、当該建築物を存置する予定がない場合は当該建築物の除却の予定時

期その他の事項について記載すること。 

本届出の目的 大府市が都市機能誘導区域内における誘導施設の整備に関する動向を把握し、今

後の施策検討に活用するとともに、必要に応じて誘導施設の立地誘導のための施策

に関する情報提供を行う機会を設けるため。 
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（記入例） 

届出様式１ 様式第 10（都市再生特別措置法施行規則第 35 条第１項第１号関係） 

開発行為届出書 

都市再生特別措置法第 88 条第 1 項の規定に基づき、開発行為について、下記により届け

出ます。 

元号 ○ 年 ○○ 月 ○○ 日 

大 府 市 長 殿 

届出者 住 所 ○○市○○町〇丁目○番地 

氏 名  大府 太郎 

連絡先 ○○○○－○○－○○○○ 

開
発
行
為
の
概
要

１ 開発区域に含まれる地域の名称 大府市○○町〇丁目○番地 

２ 開発区域の面積 ○，○○○平方メートル

３ 住宅等の用途 一戸建ての住宅 

４ 工事の着手予定年月日 元号 ○ 年 ○○ 月 ○○ 日 

５ 工事の完了予定年月日 元号 ○ 年 ○○ 月 ○○ 日 

６ その他必要な事項 戸数：  ３ 戸 

注 届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載する

こと。 

本届出の目的 大府市が居住誘導区域外における住宅等の開発・建築等の行為に関する動向を把

握し、今後の施策検討に活用するとともに、必要に応じて居住誘導のための施策に

関する情報提供を行う機会を設けるため。 

添付図書 ① 当該行為を行う土地の区域並びに当該区域内及び当該区域の周辺の公共施設を表示

する図面（縮尺1,000分の１以上）

② 設計図（縮尺100分の１以上）

③ その他参考となる事項を記載した図書

届出者が個人の場合は、住所、氏名及び
連絡先を記入してください。 

届出者が法人の場合は、法人の所在地、
名称、代表者氏名及び連絡先を記入し
てください。 

開発区域の所在地(地番まで)を
記入してください。 

届出日を記入してください。 

建築基準法に基づく用途を
記入してください。 

実測面積を記入してください。 

※行為に着手する 30日前までに

届け出ること。
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（記入例） 

届出様式２ 様式第 11（都市再生特別措置法施行規則第 35 条第１項第２号関係） 

住宅等を新築し、又は建築物を改築し、若しくはその用途を変更して住宅等とする行為 

の届出書 

都市再生特別措置法第 88条第１項の規定に基づき、 

住宅等の新築 

建築物を改築して住宅等とする行為   について、下記により届け出ます。 

建築物の用途を変更して住宅等とする行為 

元号 ○ 年 ○○ 月 ○○ 日 

大 府 市 長 殿 

届出者 住 所 ○○市○○町〇丁目○番地 

氏 名  大府 太郎 

連絡先 ○○○○－○○－○○○○ 

１ 住宅等を新築しようとする土地

又は改築若しくは用途の変更をし

ようとする建築物の存する土地の

所在、地番、地目及び面積 

所在・地番：大府市○○町〇丁目○番地 

地   目：宅地 

面   積：○，○○○平方メートル 

２ 新築しようとする住宅等又は改

築若しくは用途の変更後の住宅等

の用途 

共同住宅 

３ 改築又は用途の変更をしようと

する場合は既存の建築物の用途 

４ その他必要な事項 

戸     数：  10 戸 

着手予定年月日：元号 ○ 年 ○○ 月 ○○ 日 

完了予定年月日：元号 ○ 年 ○○ 月 ○○ 日 

注 届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載する

こと。 

本届出の目的 大府市が居住誘導区域外における住宅等の開発・建築等の行為に関する動向を把

握し、今後の施策検討に活用するとともに、必要に応じて居住誘導のための施策に

関する情報提供を行う機会を設けるため。 

添付図書 ① 敷地内における建築物の位置を表示する図面（縮尺100分の１以上）

② 建築物の２面以上の立面図及び各階平面図（縮尺50分の１以上）

③ その他参考となる事項を記載した図書

該当する項目を囲んでください。 

届出日を記入してください。 

行為地の情報を記入
してください。 

届出者が個人の場合は、住所、氏名及び
連絡先を記入してください。 

届出者が法人の場合は、法人の所在地、
名称、代表者氏名及び連絡先を記入し
てください。 

建築基準法に基づく用途を
記入してください。 

実測面積を記入してください。 

登記簿上の地目を記入してください。 

※行為に着手する 30日前までに

届け出ること。
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（記入例） 

届出様式３ 様式第 12（都市再生特別措置法施行規則第 38 条第１項関係） 

行為の変更届出書 

元号 ○ 年 ○○ 月 ○○ 日 

大 府 市 長 殿 

届出者 住 所 ○○市○○町〇丁目○番地 

氏 名  大府 太郎 

連絡先 ○○○○－○○－○○○○ 

都市再生特別措置法第 88条第２項の規定に基づき、届出事項の変更について、下記によ

り届け出ます。 

記 

１ 当初の届出年月日  元号 ○ 年 ○○ 月 ○○ 日 

２ 変更の内容  

  開発区域面積の変更 [変更前] ○，○○○平方メートル（実測）

 ⇒[変更後] □，□□□平方メートル（実測）

  戸数の変更 [変更前] 共同住宅 10戸 

  ⇒[変更後] 一戸建ての住宅 15 戸 

３ 変更部分に係る行為の着手予定日   元号 ○ 年 ○○ 月 ○○ 日 

４ 変更部分に係る行為の完了予定日   元号 ○ 年 ○○ 月 ○○ 日 

注１ 届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載

すること。 

２ 変更の内容は、変更前及び変更後の内容を対照させて記載すること。 

本届出の目的 大府市が居住誘導区域外における住宅等の開発・建築等の行為に関する動向を把

握し、今後の施策検討に活用するとともに、必要に応じて居住誘導のための施策に

関する情報提供を行う機会を設けるため。 

添付図書 ・開発行為の場合：以下のうち①②⑤ ・建築等行為の場合：以下のうち③④⑤

① 当該行為を行う土地の区域並びに当該区域内及び当該区域の周辺の公共施設を表示

する図面（縮尺1,000分の１以上）

② 設計図（縮尺100分の１以上）

③ 敷地内における建築物の位置を表示する図面（縮尺100分の１以上）

④ 建築物の２面以上の立面図及び各階平面図（縮尺50分の１以上）

⑤ その他参考となる事項を記載した図書

届出日を記入してください。 

届出者が個人の場合は、住所、氏名及び
連絡先を記入してください。 

届出者が法人の場合は、法人の所在地、
名称、代表者氏名及び連絡先を記入し
てください。 

届出事項のうち変更する項目に
ついて、項目名及び変更前後の
内容を記入してください。 

※行為に着手する 30日前までに

届け出ること。
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（記入例） 

届出様式４ 様式第 18（都市再生特別措置法施行規則第 52 条第１項第１号関係） 

開発行為届出書 

都市再生特別措置法第 108 条第１項の規定に基づき、開発行為について、下記により届

け出ます。 

元号 ○ 年 ○○ 月 ○○ 日 

大 府 市 長 殿 

届出者 住 所 ○○市○○町〇丁目○番地 

氏 名  大府 太郎 

連絡先 ○○○○－○○－○○○○ 

開
発
行
為
の
概
要

１ 開発区域に含まれる地域の名称 大府市○○町〇丁目○番地 

２ 開 発 区 域 の 面 積 ○，○○○平方メートル

３ 建 築 物 の 用 途 
子育て支援機能を有する施設 

（児童向け屋内遊戯施設） 

４ 工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 元号 ○ 年 ○○ 月 ○○ 日 

５ 工 事 の 完 了 予 定 年 月 日 元号 ○ 年 ○○ 月 ○○ 日 

６ そ の 他 必 要 な 事 項 建物等の名称：○○○○ビル 

注 届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載する

こと。 

本届出の目的 大府市が都市機能誘導区域外における誘導施設の整備に関する動向を把握し、今

後の施策検討に活用するとともに、必要に応じて誘導施設の立地誘導のための施策

に関する情報提供を行う機会を設けるため。 

添付図書 ① 当該行為を行う土地の区域並びに当該区域内及び当該区域の周辺の公共施設を表示

する図面（縮尺1,000分の１以上）

② 設計図（縮尺100分の１以上）

③ その他参考となる事項を記載した図書

届出者が個人の場合は、住所、氏名及び
連絡先を記入してください。 

届出者が法人の場合は、法人の所在地、
名称、代表者氏名及び連絡先を記入し
てください。 

届出日を記入してください。 

開発区域の所在地(地番まで)を
記入してください。 

実測面積を記入してください。 

※行為に着手する 30日前までに

届け出ること。
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（記入例） 

届出様式５ 様式第 19（都市再生特別措置法施行規則第 52条第１項第２号関係） 

誘導施設を有する建築物を新築し、又は建築物を改築し、若しくはその用途を変更して誘導

施設を有する建築物とする行為の届出書 

都市再生特別措置法第 108条第１項の規定に基づき、 

について、下記により届け出ます。 

元号 ○ 年 ○○ 月 ○○ 日 

大 府 市 長 殿 

届出者 住 所 ○○市○○町〇丁目○番地 

氏 名  大府 太郎 

連絡先 ○○○○－○○－○○○○ 

１ 建築物を新築しようとする土地

又は改築若しくは用途の変更をし

ようとする建築物の存する土地の

所在、地番、地目及び面積 

所在・地番 大府市○○町〇丁目○番地 

地 目 宅地 

面 積 ○，○○○平方メートル

２ 新築しようとする建築物又は改

築若しくは用途の変更後の建築物

の用途 

交流機能を有する施設

（コンベンションホール）

３ 改築又は用途の変更をしようと

する場合は既存の建築物の用途 

４ そ の 他 必 要 な 事 項

建物等の名称：○○○○交流センター 

着手予定年月日：元号 ○ 年 ○○ 月 ○○ 日 

完了予定年月日：元号 ○ 年 ○○ 月 ○○ 日 

注 届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載する

こと。 

本届出の目的 大府市が都市機能誘導区域外における誘導施設の整備に関する動向を把握し、今

後の施策検討に活用するとともに、必要に応じて誘導施設の立地誘導のための施策

に関する情報提供を行う機会を設けるため。 

添付図書 ① 敷地内における建築物の位置を表示する図面（縮尺100分の１以上）

② 建築物の２面以上の立面図及び各階平面図（縮尺50分の１以上）

③ その他参考となる事項を記載した図書

誘 導 施 設 を 有 す る 建 築 物 の 新 築 

建築物を改築して誘導施設を有する建築物とする行為 

建築物の用途を変更して誘導施設を有する建築物とする行為 

該当する項目を囲んでください。 

届出日を記入してください。 

行為地の情報を記入
してください。 

届出者が個人の場合は、住所、氏名及び
連絡先を記入してください。 

届出者が法人の場合は、法人の所在地、
名称、代表者氏名及び連絡先を記入し
てください。 

実測面積を記入してください。 

登記簿上の地目を記入してください。 

※行為に着手する 30日前までに

届け出ること。
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（記入例） 

届出様式６ 様式 20（都市再生特別措置法施行規則第 55条第１項関係） 

行為の変更届出書 

元号 ○ 年 ○○ 月 ○○ 日 

大 府 市 長 殿 

届出者 住 所 ○○市○○町〇丁目○番地 

氏 名  大府 太郎 

連絡先 ○○○○－○○－○○○○ 

都市再生特別措置法第 108 条第２項の規定に基づき、届出事項の変更について、下記に

より届け出ます。 

記 

１ 当初の届出年月日  元号 ○ 年 ○○ 月 ○○ 日 

２ 変更の内容  

  建築物の用途の変更 [変更前] 事務所 

 ⇒[変更後] 児童向け屋内遊戯施設 

  児童向け屋内遊戯施設 床面積の変更 [変更前] ○，○○○平方メートル（実測） 

 ⇒[変更後] □，□□□平方メートル（実測） 

３ 変更部分に係る行為の着手予定日   元号 ○ 年 ○○ 月 ○○ 日 

４ 変更部分に係る行為の完了予定日   元号 ○ 年 ○○ 月 ○○ 日 

注１ 届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載

すること。 

２ 変更の内容は、変更前及び変更後の内容を対照させて記載すること。 

本届出の目的 大府市が都市機能誘導区域外における誘導施設の整備に関する動向を把握し、今

後の施策検討に活用するとともに、必要に応じて誘導施設の立地誘導のための施策

に関する情報提供を行う機会を設けるため。 

添付図書 ・開発行為の場合：以下のうち①②⑤ ・建築等行為の場合：以下のうち③④⑤

① 当該行為を行う土地の区域並びに当該区域内及び当該区域の周辺の公共施設を表示

する図面（縮尺1,000分の１以上）

② 設計図（縮尺100分の１以上）

③ 敷地内における建築物の位置を表示する図面（縮尺100分の１以上）

④ 建築物の２面以上の立面図及び各階平面図（縮尺50分の１以上）

⑤ その他参考となる事項を記載した図書

届出日を記入してください。 

届出者が個人の場合は、住所、氏名及び
連絡先を記入してください。 

届出者が法人の場合は、法人の所在地、
名称、代表者氏名及び連絡先を記入し
てください。 

届出事項のうち変更する項目に
ついて、項目名及び変更前後の
内容を記入してください。 

※行為に着手する 30日前までに

届け出ること。

21



（記入例） 

届出様式７ 様式第 21（都市再生特別措置法施行規則第 55条の２関係） 

誘導施設の休廃止届出書 

元号 ○ 年 ○○ 月 ○○ 日 

大 府 市 長 殿 

届出者 住 所 ○○市○○町〇丁目○番地

氏 名  大府 太郎 

連絡先 ○○○○－○○－○○○○ 

都市再生特別措置法第 108条の２第１項の規定に基づき、誘導施設の（休止・廃止）につ

いて、下記により届け出ます。 

記 

１ 休止（廃止）しようとする誘導施設の名称、用途及び所在地 

名 称：○○○○ 

用 途：○○○○ 

所在地：大府市○○町〇丁目○番地 

２ 休止（廃止）しようとする年月日 

元号 ○ 年 ○○ 月 ○○ 日 

３ 休止しようとする場合にあっては、その期間 

４ 休止（廃止）に伴う措置 

（１）休止（廃止）後に誘導施設を有する建築物を使用する予定がある場合、予定される当

該建築物の用途 

事務所 

（２）休止（廃止）後に誘導施設を有する建築物を使用する予定がない場合、当該建築物の

物の存置に関する事項 

注１ 届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載

すること。 

２ ４（２）欄には、当該建築物を存置する予定がある場合は存置のために必要な管理その

他の事項について、当該建築物を存置する予定がない場合は当該建築物の除却の予定時

期その他の事項について記載すること。 

本届出の目的 大府市が都市機能誘導区域内における誘導施設の整備に関する動向を把握し、今

後の施策検討に活用するとともに、必要に応じて誘導施設の立地誘導のための施策

に関する情報提供を行う機会を設けるため。 

届出日を記入してください。 

届出者が個人の場合は、住所、氏名及び
連絡先を記入してください。 

届出者が法人の場合は、法人の所在地、
名称、代表者氏名及び連絡先を記入し
てください。 

該当する項目を囲んでください。 

※行為に着手する 30日前までに

届け出ること。
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届出に関するＱ＆Ａ 

Ｑ１ 届出制度の開始日はいつですか。 

Ａ 「大府市市立地適正化計画」を公表した令和５年(2023 年)４月１日からです。 

Ｑ２ 「行為に着手する日の 30 日前」とはいつですか。 

Ａ 工事着手予定日の 30 日前です。 

Ｑ３ 「行為に着手する日の 30 日前までに市長への届出が必要」とされていますが、計画公表

から 30 日以内に行為に着手する場合、計画公表前に届出が必要ですか。 

  （例えば、令和５年(2023 年)４月 15 日に行為に着手する場合） 

Ａ 事前相談時にご相談ください。なお、事前相談は、行為に着手する 30 日前までとしてく

ださい。 

（例えば、令和５年(2023 年)４月 15 日に行為に着手する場合、事前相談は３月 16 日まで） 

Ｑ４ 開発行為や建築行為の「着手」とは何を指しますか。 

Ａ 開発行為であれば造成工事（切土、盛土）、建築行為であれば基礎工事（根切り、山留め、

杭打ち、地盤改良）の着手を指します。 

  なお、以下の場合などは、着手に該当しません。 

① 地盤調査のための掘削、ボーリングの実施

② 現場の整地及びやり方

③ 地鎮祭の挙行

④ 現場の仮囲い

⑤ 現場事務所の建設

⑥ 既設建築物の除却

⑦ 現場への資材の搬入、建設機械の搬入

⑧ 工事請負契約の締結

Ｑ５ 届出は何部必要ですか。 

Ａ 正副２部必要です。うち副本１部は、受付印を押印のうえ、受理証明として返却します。 

Ｑ６ 居住誘導区域や都市機能誘導区域の範囲は、どこで確認できますか。 

Ａ 本書（Ｐ３、Ｐ５及びＰ６）をご参照ください。 

Ｑ７ 行為区域が届出対象区域の内外にまたがる場合、届出は必要ですか。 

Ａ 行為区域のうち、届出対象区域内における行為が届出要件に該当している場合は、届出が

必要です。 

Ｑ８ 開発行為後、同一敷地で建築行為を行う場合、どちらも届出が必要ですか。 

Ａ 開発行為と建築行為は、届出事項が異なるため、それぞれについて届出が必要です。（都市

再生特別措置法施行規則第 35 条） 

Ｑ９ 届出内容を変更する場合は、どうすればよいですか。 

Ａ 変更に係る行為に着手する 30 日前までに、所定の様式で届出してください。 

23



Ｑ10 届出書類の様式や必要書類はどこで入手できますか。 

Ａ 届出様式は以下のウェブサイトからダウンロードできるほか、都市政策課の窓口で配布し

ています。 

  ＵＲＬ⇒https://www.city.obu.aichi.jp/shisei/shisaku/toshikei/1025344.html 

 また、添付図書のうち、「当該行為を行う土地の区域並びに当該区域内及び当該区域の周

辺の公共施設を表示する図面」については、都市政策課の窓口で都市計画基本図を販売して

いますので、ご活用ください。 

Ｑ11 届出後、計画の修正を求められることはありますか。 

Ａ 必要な記載事項や添付図書が揃っていれば、原則、計画の修正は求めません。 

Ｑ12 届出後、市から通知や連絡を受けることはありますか。 

Ａ 立地の誘導を図るうえで支障があると認められる場合のみ、当該届出をした者に対し、必

要な勧告を行うことがあります。 

Ｑ13 届出を行わなかった場合、罰則はありますか。 

Ａ 届出をしないで、又は虚偽の届出をして開発行為や建築行為を行った場合は、30 万円以下

の罰金に処せられることがあります。（都市再生特別措置法第 130 条） なお、都市機能誘

導区域内における誘導施設の休廃止の届出については、罰則規定はありません。 

Ｑ14 届出記載事項のうち、地目や面積は何に基づいて記載すればよいですか。 

Ａ 地目については登記簿、面積については実測に基づいて記載してください。 

Ｑ15 届出記載事項のうち、「住宅等の用途」や「建築物の用途」は何を記載すればよいですか。 

Ａ 居住誘導区域外においては、建築確認と同様に建築基準法に基づく用途（一戸建ての住宅、

共同住宅など）を、都市機能誘導区域内外においては、誘導施設名称を記載してください。 

Ｑ16 居住誘導区域外において届出対象となる「住宅」とは、どのようなものですか。 

Ａ 届出対象となる「住宅」とは、一戸建ての住宅、長屋、共同住宅及び兼用住宅を指します。 

Ｑ17 サービス付高齢者向け住宅や社宅についても、居住誘導区域外において届出対象となる

「住宅」に該当しますか。 

Ａ 実態に応じて、建築基準法の共同住宅に該当すると判断されるものは、届出対象となる「住

宅」として取り扱います。 

Ｑ18 居住誘導区域外において、隣接する敷地に３戸の住宅を建築する場合、届出は必要ですか。 

Ａ 同一の者が同時期に、隣接する敷地に３戸以上の住宅を建築する場合は、届出が必要です。 

Ｑ19 都市機能誘導区域外において、一部のみが誘導施設に該当する建築物を建築する場合、届

出は必要ですか。 

Ａ 建築物の一部でも誘導施設を含む場合は、届出が必要です。なお、都市機能誘導区域内に

おける誘導施設の休廃止についても同様です。 

Ｑ20 都市機能誘導区域外において、一つの建築物に複数の誘導施設を有する複合施設を建築す

る場合、一つの届出にまとめることはできますか。 

Ａ まとめて一つの届出とすることができます。 
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Ｑ21 大府駅周辺都市機能誘導区域における誘導施設である、子育て支援機能を有する施設につ

いて、共和駅周辺都市機能誘導区域内に建築する場合、届出は必要ですか。 

Ａ 子育て支援機能を有する施設は、あくまでも大府駅周辺都市機能誘導区域における誘導施

設のため、共和駅周辺都市機能誘導区域内に建築する場合、届出が必要です。なお、共和駅

周辺都市機能誘導区域における誘導施設である、交流機能を有する施設についても、大府駅

周辺都市機能誘導区域内に建築する場合、届出が必要です。 

Ｑ22 誘導施設の「休止」と「廃止」の違いは何ですか。 

Ａ 施設の再開の意思がある場合は「休止」、再開の意思がない場合は「廃止」です。 

25


	00_大府市立地適正化計画に基づく届出について【計画公表・制度開始版】
	09_届出様式1
	10_届出様式2
	11_届出様式3
	12_届出様式4
	13_届出様式5
	14_届出様式6
	15_届出様式7
	16_届出様式1記入例
	17_届出様式2記入例
	18_届出様式3記入例
	19_届出様式4記入例
	20_届出様式5記入例
	21_届出様式6記入例
	22_届出様式7記入例
	23_届出に関するＱ＆Ａ



